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平成 25年度

一般会計
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
出
決
算
額
を
市

民
一
人
当
た
り
に
置
き
換
え
る
と

56
万
６
０
２
１
円
で
す
。

　

使
い
道
で
一
番
多
い
の
は
、
赤

ち
ゃ
ん
か
ら
お
年
寄
り
ま
で
幅
広
い

福
祉
の
充
実
な
ど
に
支
出
さ
れ
る
民

生
費
で
13
万
２
４
９
０
円
、
次
い

で
、
庁
舎
の
管
理
や
税
金
の
徴
収
業

務
な
ど
に
支
出
さ
れ
る
総
務
費
が

７
万
７
１
６
６
円
、
借
り
入
れ
た
市

債
の
元
利
償
還
費
な
ど
に
支
出
さ
れ

る
公
債
費
が
７
万
１
３
６
５
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
な
ど
か
ら

の
災
害
復
旧
費
は
、
一
人
当
た
り

３
万
５
８
８
２
円
の
支
出
と
な
り
ま

し
た
。

　

財
政
の
健
全
化
判
断
比
率
は
、
自

治
体
の
財
政
破
綻
を
未
然
に
防
ぐ
た

め
に
制
定
さ
れ
た
「
地
方
公
共
団
体

の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」

に
基
づ
き
算
出
さ
れ
る
も
の
で
す
。

　

平
成
25
年
度
の
各
指
標
は
全
て
基

準
値
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。
な
お
、

病
院
事
業
会
計
の
み
が
該
当
し
て
い

た
資
金
不
足
比
率
も
前
年
度
の
２
・

１
％
か
ら
解
消
さ
れ
て
い
ま
す
。

企
画
部
財
政
課

（
財
政
一
係
）

☎
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９

　　　

平
成
25
年
度
決
算
に
お
け
る
一
般

会
計
歳
出
決
算
額
は
４
７
５
億
４
０

６
５
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
事
業
で
は
、
環
境
問
題
へ
の

対
応
や
災
害
対
策
と
し
て
、
防
犯
灯

の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
、
指
定
避
難
所
へ
の
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
な
ど
の

事
業
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
平
成

27
年
度
ま
で
の
継
続
事
業
と
し
て
、

一
般
廃
棄
物
第
二
最
終
処
分
場
の
整

備
に
着
手
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復

旧
・
復
興
と
し
て
、
石
越
中
学
校
や

東
和
総
合
運
動
公
園
な
ど
の
災
害
復

旧
事
業
を
実
施
。
加
え
て
、
災
害
公

営
住
宅
の
整
備
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

歳
入
決
算
額
の
内
訳
は
、
地
方
交

付
税
が
２
１
３
億
９
１
１
０
万
円

（
歳
入
全
体
の
42
・
８
％
）
、
市

税
が
74
億
５
２
０
５
万
円
（
同

14
・
９
％
）
、
国
庫
支
出
金
が

65
億
２
１
４
４
万
円
（
同
13
・

０
％
）
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
う
ち
、
市
税
な
ど
自
主
財
源

の
合
計
は
１
３
０
億
８
５
０
７
万
円

で
歳
入
全
体
の
26
・
２
％
、
残
り
の

73
・
８
％
が
地
方
交
付
税
や
国
庫
支

出
金
な
ど
の
依
存
財
源
と
い
わ
れ
る

も
の
で
す
。
こ
の
依
存
財
源
の
割
合

が
高
い
こ
と
か
ら
、
国
や
県
な
ど
の

影
響
を
受
け
や
す
い
財
政
基
盤
と


